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第
二
次
分
権
改
革
ま
で
の
経
過
と
推
進
組
織

　
一
九
九
三
年
六
月
に
衆
参
両
院
の
超
党
派
で
議
決
さ
れ

た
「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
決
議
」
か
ら
始
ま
っ
た

分
権
改
革
は
、
第
一
次
分
権
改
革
に
お
い
て
、
機
関
委
任

事
務
の
全
面
廃
止
と
い
っ
た
大
き
な
成
果
を
挙
げ
た
が
、

残
さ
れ
た
課
題
は
少
な
く
な
か
っ
た
。
地
方
分
権
推
進
委

員
会
（
委
員
長

：

諸
井
虔
）
は
、
五
次
に
わ
た
っ
て
勧
告

を
行
っ
た
後
で
、
最
終
報
告
（
二
〇
〇
一
年
六
月
）
に
お

い
て
、
残
さ
れ
た
課
題
と
し
て
以
下
の
六
つ
を
挙
げ
た
。

①
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
、
②
法
令
等
に
よ
る
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
緩
和
、
③
事
務
権
限
の
移
譲
、
④
地
方
自

治
制
度
の
再
編
成
、
⑤
住
民
自
治
の
拡
充
、
⑥
「
地
方
自

治
の
本
旨
」
の
具
体
化
で
あ
る
。
そ
の
後
、
地
方
分
権
改

革
推
進
会
議
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
に
お
い
て
税
財
政
関

係
の
分
権
改
革
の
た
め
の
審
議
を
行
っ
た
三
位
一
体
の
改

革
と
続
く
が
、
自
治
体
財
政
の
危
機
を
も
た
ら
し
、
地
方

分
権
の
推
進
と
い
う
点
で
は
失
敗
に
終
わ
っ
た
。

　
第
一
次
分
権
改
革
で
積
み
残
さ
れ
た
課
題
を
二
〇
〇
七

年
～
二
〇
〇
九
年
に
自
公
政
権
の
も
と
で
地
方
分
権
改
革

推
進
委
員
会
（
委
員
長

：

丹
羽
宇
一
郎
）
を
中
心
と
し
て

検
討
さ
れ
、
そ
の
改
革
が
検
討
段
階
に
あ
る
う
ち
に
、

二
〇
〇
九
年
に
民
主
党
政
権
に
政
権
交
代
が
行
わ
れ
た
。

民
主
党
政
権
の
も
と
で
、
新
た
に
地
域
主
権
戦
略
会
議
を

中
心
に
「
地
域
主
権
」
改
革
が
行
わ
れ
た
。
二
〇
一
二
年

に
自
公
政
権
に
戻
る
と
、「
地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
」

を
設
置
し
、
二
〇
一
四
年
六
月
に
「
個
性
を
活
か
し
自
立

し
た
地
方
を
つ
く
る
～
地
方
分
権
改
革
の
総
括
と
展
望

～
」
を
ま
と
め
た
。
本
稿
で
は
、
三
位
一
体
の
改
革
後
の

第
二
次
分
権
改
革
に
つ
い
て
詳
述
す
る
。

　
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
の
勧
告
と

　
地
域
主
権
戦
略
会
議
に
よ
る
改
革
推
進

　
第
二
次
分
権
改
革
は
、第
一
次
分
権
改
革
に
な
ら
っ
て
、

二
〇
〇
六
年
に
地
方
分
権
改
革
推
進
法
が
制
定
さ
れ
、
翌

年
に
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
が
設
置
さ
れ
た
。
こ
の

委
員
会
は
四
次
に
わ
た
る
勧
告
や
各
種
意
見
を
通
じ
て
、

国
か
ら
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
、
国
の
出
先
機
関
の
整
理

統
合
、
法
令
に
よ
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
、
地

方
税
財
源
の
充
実
確
保
等
の
提
言
を
行
っ
た
。そ
の
結
果
、

二
〇
〇
九
年
一
二
月
に
民
主
党
政
権
の
も
と
で
地
方
分
権

改
革
推
進
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。

　
民
主
党
政
権
の
も
と
で
行
わ
れ
た
「
地
域
主
権
」
改
革

で
は
、二
〇
〇
九
年
に
地
域
主
権
戦
略
会
議
が
設
置
さ
れ
、

こ
の
会
議
が
二
〇
一
〇
年
に
地
域
主
権
戦
略
大
綱
（「
大

綱
」）
を
定
め
て
改
革
の
課
題
を
掲
げ
た
。

　
大
綱
に
は
、
熟
度
の
違
う
課
題
が
掲
げ
ら
れ
た
。
①
義

務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
と
条
例
制
定
権
の
拡
大
、
②

基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
、
③
国
の
出
先
機
関
の
原
則

廃
止
、
④
ひ
も
付
き
補
助
金
の
一
括
交
付
金
化
、
⑤
地
方

税
財
源
の
充
実
確
保
、
⑥
直
轄
事
業
負
担
金
の
廃
止
、
⑦

地
方
政
府
基
本
法
の
制
定
（
地
方
自
治
法
の
抜
本
見
直

し
）、
⑧
自
治
体
間
連
携
・
道
州
制
、
⑨
緑
の
分
権
改
革

の
推
進
の
九
項
目
で
あ
る
。
大
綱
に
は
掲
げ
ら
れ
て
い
な

か
っ
た
が
、
地
方
六
団
体
の
長
年
の
念
願
で
あ
っ
た
⑩
国

と
地
方
の
協
議
の
場
の
法
制
化
が
求
め
ら
れ
た
。

　
そ
の
後
、二
〇
一
一
年
に
入
っ
て
第
一
次
一
括
法
（
注
）

（
同
年
四
月
制
定
）、
第
二
次
一
括
法
（
同
年
八
月
制
定
）、

国
と
地
方
の
協
議
の
場
に
関
す
る
法
律（
同
年
四
月
制
定
）

の
三
本
を
制
定
し
た
。
国
と
地
方
の
協
議
の
場
を
除
い
て

は
、
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
の
勧
告
を
継
承
・
検
討

し
実
現
し
た
も
の
で
あ
る
。

　「
地
域
主
権
」
改
革
に
よ
り
、
ど
の
よ
う
な
課
題
が
検

討
さ
れ
、
ど
の
よ
う
な
成
果
に
つ
な
が
っ
た
か
、
以
下
の

よ
う
に
ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
第
一
に
、
法
令
に
よ
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し

と
条
例
制
定
権
の
拡
大
で
あ
る
。
第
一
次
一
括
法
に
お
い

て
四
一
法
律
、
第
二
次
一
括
法
に
お
い
て
一
六
〇
法
律
が

改
正
さ
れ
た
。
そ
の
主
な
内
容
は
、
①
施
設
・
公
物
設
置

管
理
の
基
準
の
見
直
し
（
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運

営
に
関
す
る
基
準
の
条
例
委
任
、
道
路
の
構
造
の
技
術
的

基
準
の
条
例
委
任
な
ど
）、
②
協
議
、
同
意
、
許
可
・
認
可
・

承
認
の
見
直
し
（
市
町
村
立
幼
稚
園
の
設
置
廃
止
等
に
係

る
都
道
府
県
教
育
委
員
会
の
認
可
を
届
出
に
変
更
な
ど
）、

③
行
政
計
画
等
の
策
定
及
び
そ
の
手
続
き
の
見
直
し
（
中

心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画
の
法
定
内
容
の
一
部
例
示
化

な
ど
）
で
あ
る
。
条
例
制
定
権
の
拡
大
と
い
っ
て
も
、
政

　
岩
　
﨑
　
　
　
忠

第
二
次
分
権
改
革

戦
後
自
治
の
あ
ゆ
み
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省
令
等
を
「
従
う
べ
き
基
準
」「
標
準
」「
参
酌
す
べ
き
基

準
」
と
し
て
条
例
制
定
す
る
も
の
で
あ
り
、
基
準
自
体
も

道
路
構
造
令
等
専
門
的
技
術
的
な
も
の
も
あ
っ
た
こ
と
か

ら
成
果
は
限
定
的
で
あ
っ
た
。

　
第
二
に
、
都
道
府
県
か
ら
市
町
村
へ
の
権
限
移
譲
で
あ

る
。
市
町
村
合
併
等
の
進
展
に
よ
り
、
基
礎
自
治
体
の
行

政
体
制
整
備
が
進
み
、
条
例
に
よ
る
事
務
処
理
特
例
制
度

に
よ
る
権
限
移
譲
が
進
ん
だ
こ
と
を
踏
ま
え
、
第
二
次
一

括
法
に
お
い
て
四
七
法
律
の
事
務
を
主
に
市
に
移
譲
す
る

こ
と
に
な
り
、
一
定
の
成
果
を
挙
げ
た
。
こ
の
中
に
は
、

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
第
一
次
勧
告
で
は
、「
市
ま

で
の
移
譲
」
と
さ
れ
な
が
ら
、
第
二
次
一
括
法
で
は
、
未

熟
児
の
訪
問
指
導
（
母
子
保
護
法
）
な
ど
「
市
町
村
ま
で

移
譲
」
と
さ
れ
た
事
務
も
あ
る
。

　
第
三
に
、
国
の
出
先
機
関
の
原
則
廃
止
で
あ
る
。
国
の

出
先
機
関
で
あ
る
地
方
整
備
局
、
経
済
産
業
局
、
地
方
環

境
事
務
所
な
ど
の
担
当
し
て
い
る
事
務
を
都
道
府
県
に
移

譲
す
る
こ
と
が
課
題
と
な
っ
た
。
各
省
庁
の
強
い
反
対
・

抵
抗
も
あ
っ
て
、
よ
う
や
く
二
〇
一
二
年
一
一
月
に
、
包

括
的
な
権
限
移
譲
の
た
め
に
都
道
府
県
の
広
域
連
合
（
特

定
広
域
連
合
）
に
対
す
る
権
限
移
譲
に
限
定
す
る
内
容
の

「
国
の
特
定
地
方
行
政
機
関
の
事
務
等
の
移
譲
に
関
す
る

法
律
案
」
を
閣
議
決
定
し
た
が
、
最
終
的
に
国
会
に
は
提

出
さ
れ
な
か
っ
た
。

　
第
四
に
、ひ
も
付
き
補
助
金
の
一
括
交
付
金
化
で
あ
る
。

国
か
ら
地
方
へ
の
ひ
も
つ
き
補
助
金
を
基
本
的
に
自
由
に

使
え
る
一
括
交
付
金
（
＝
地
域
主
権
戦
略
交
付
金
）
に
す

る
と
し
た
も
の
の
、
対
象
が
極
め
て
限
定
さ
れ
て
お
り
、

自
治
体
が
交
付
対
象
事
業
を
束
ね
て
一
括
横
断
し
て
事
業

計
画
を
作
成
し
て
も
、
交
付
決
定
時
に
お
い
て
個
々
の
所

管
省
が
定
め
る
交
付
要
綱
に
縛
ら
れ
て
し
ま
い
、
従
来
の

補
助
金
の
域
を
超
え
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
民
主
党
政
権
か

ら
自
公
政
権
に
交
代
し
て
す
ぐ
に
廃
止
さ
れ
た
。

　
地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
に
よ
る
総
括
・
展
望

　
二
〇
一
二
年
の
政
権
交
代
後
の
自
公
政
権
は
、
二
〇
一

三
年
三
月
に
地
方
分
権
改
革
推
進
本
部
を
復
活
さ
せ
、
第

四
次
見
直
し
（
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
の
勧
告
の
対

象
と
な
ら
な
か
っ
た
事
項
を
含
む
）
を
行
い
、
そ
の
内
容

に
民
主
党
政
権
が
国
会
に
提
出
し
衆
議
院
の
解
散
に
よ
り

廃
案
に
な
っ
た
旧
第
三
次
一
括
法
案
（
六
九
法
律
）
を
追

加
し
た
新
三
次
一
括
法
（
七
四
法
律
）
を
二
〇
一
三
年
六

月
に
成
立
さ
せ
た
。
新
第
三
次
一
括
法
は
、
義
務
付
け
・

枠
付
け
の
見
直
し
だ
け
で
な
く
、
都
道
府
県
か
ら
基
礎
自

治
体
へ
の
権
限
移
譲
を
含
む
も
の
で
あ
り
、「
地
方
か
ら

の
提
案
等
に
係
る
事
項
の
見
直
し
」、「
通
知
・
届
出
・
報

告
、
公
示
・
公
告
等
の
廃
止
等
」
及
び
「
職
員
等
の
資
格
・

定
数
等
の
条
例
委
任
等
」
の
三
分
野
を
対
象
と
す
る
も
の

で
あ
っ
た
。

　
さ
ら
に
、
二
〇
一
三
年
四
月
に
地
方
分
権
改
革
有
識
者

会
議
を
設
置
し
、
三
つ
の
専
門
部
会
（
雇
用
対
策
、
地
域

交
通
、
農
地
・
農
村
）
を
設
け
て
審
議
検
討
を
行
っ
た
。

第
四
次
一
括
法
は
、
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
の
勧
告

の
う
ち
残
さ
れ
た
課
題
で
あ
る
国
か
ら
自
治
体
へ
事
務
・

権
限
の
移
譲
と
第
三
〇
次
地
方
制
度
調
査
会
答
申
で
示
さ

れ
た
都
道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲

を
行
う
六
三
法
律
を
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
二
〇
一
四
年

五
月
に
成
立
し
た
。
そ
の
後
、
地
方
分
権
改
革
有
識
者
会

議
は
、
二
〇
一
四
年
六
月
に
「
個
性
を
活
か
し
自
立
し
た

地
方
を
つ
く
る
～
地
方
分
権
改
革
の
総
括
と
展
望
～
」
を

と
り
ま
と
め
、
今
後
は
、「
国
が
主
導
す
る
短
期
集
中
型

の
改
革
ス
タ
イ
ル
か
ら
、
地
域
に
お
け
る
実
情
や
課
題
に

精
通
し
た
地
方
の
発
意
に
根
ざ
し
た
息
の
長
い
取
組
を
行

う
改
革
ス
タ
イ
ル
へ
の
転
換
が
望
ま
れ
る
」と
明
記
し
た
。

　
第
二
次
分
権
改
革
の
評
価

　
第
二
次
分
権
改
革
で
扱
っ
た
課
題
は
、
地
方
分
権
改
革

推
進
委
員
会
が
四
次
に
わ
た
り
勧
告
し
た
内
容
が
中
心
に

な
っ
て
お
り
、
法
令
に
よ
る
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
な
ど
自
治
体
の
自
由
度
を
拡
大
す
る
内
容
と
権
限
移
譲

な
ど
所
掌
事
務
を
拡
大
す
る
内
容
を
含
む
数
多
く
課
題
が

掲
げ
ら
れ
、
相
互
に
関
連
性
の
低
い
内
容
で
あ
っ
た
。
し

か
も
課
題
の
多
く
は
、
第
一
次
分
権
改
革
で
実
現
し
な
か
っ

た
課
題
で
あ
り
、
中
央
政
府
の
反
対
・
抵
抗
も
あ
る
中
で
、

改
革
の
必
然
性
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
で
き
ず
に
、
改
革

は
失
速
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、法
令
に
よ
る
義
務
付
け
・

枠
付
け
の
見
直
し
と
都
道
府
県
か
ら
市
町
村
へ
の
権
限
移

譲
に
つ
い
て
は
第
一
次
～
第
四
次
の
一
括
法
を
通
じ
て
法

制
化
で
き
た
こ
と
や
、
恒
常
的
な
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
を
法
制
化
で
き
た
こ
と
は
評
価
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

＜

い
わ
さ
き
　
た
だ
し
・
公
益
財
団
法
人
地
方
自
治
総
合
研
究
所
常
任
研
究
員＞

（
注
）
第
一
次
か
ら
第
四
次
一
括
法
は
、「
地
域
の
自
主
性
及
び

自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
」
の
略
称
で
あ
る
。
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の
対
応
』（
学
陽
書
房
、
二
〇
一
二

年
）、
岩
﨑
忠
「
民
主
党
政
権
「
地
域
主
権
」
改
革
の

評
価
と
検
証
」（『
自
治
総
研
』
通
巻
第
四
一
八
号
、
地

方
自
治
総
合
研
究
所
、一
～
三
九
頁
、二
〇
一
三
年
八
月
）


